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50 AIBSジャーナ ル 　 No.3
ろう」(藤井2009,p.181)。また、日本においては、「企業会計基
準委員会(Accounting　Standards　Board　of　Japan;ASBJ)と、
IFRSの設定主体 であ る国際 会計 基準 審議会(lnternational
Accounting　Standards　Board;IASB)による2007年8月の東京合
意を経て、2011年6月30日を目標として、日本基準とIFRSとの共
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出典:松 下 電 器 産業(2006)、パ ナ ソニ ック(2009a)より作 成
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図表3-23　スターウッドの短期収益力比率と短期収益維持力比率(表) 図表3-24
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　 文 献 も多 数 み られ るが 、本 稿 で は 「IFRS」と表 記 す る。
8)国 際 会計 基準 委 員会 財 団他(2009,p.813)はIFRSにつ い て 、
　 「この基 準 で は 『そ の 他 の 包括 利 益 』、 『純 損 益』 及 び 『包 括利 益 合
　 計 』 の用 語 を使 用 して い るが 、企 業 は、 意 味が 明確 で あ る か ぎ り、
　 合 計 を示 す た め に他 の用 語 を使 用 す る こ とが で き る。例 え ば 、 企
　 業 は、 『純 損 益 』 を示 す た め に 『純 利 益 』 の 用語 を使 用 す る こ とが
　 で きる」 と して い る。
9)米 国 会 計 基準 で は、IFRSに先 行 して1997年に包 括利 益 が 採 用 さ
　 れ て い る(日 本 経 済新 聞,2009年10月6日,朝 刊,p.14)。
10)旧、 松 一ド電器 産 業 。本 稿 で はパ ナ ソ ニ ッ クで統 一す る。
11)ダイヤ モ ン ド社(2009,p.48)には、 「現 在 の 日本 基準 、　SEC基
　 準 の記 載 か らIFRSの 包 括 利 益 に 近 い 数値 を計 算 す る た め 」、 「当
　 期 純 利 益+少 数 株 主 損 益(税 引 き後)+為 替換 算 調 整 勘 定(額)
　 +年 金 債 務 調 整 額+未 実 現 有 価 証 券損 益+未 実 現 デ リバ テ ィ ブ損
　 益 」 との 計算 式 に よって 包括 利 益 を算 出 した との 旨の 記載 が あ る。
12)図表3-5の 脚 注 と同様 。
13)「米 国 で は、 包 括 利 益 につ いて は 、① 一言【JI書形 式(最 も包 括 利
　 益 を業 績 と して重 視)、② 二 副算 書形 式(一 計 算 謝 こ次 い で重 視)、
　 ③ 持 ち 分 変 動 計 算 書 形 式(包 括利 益 を最 も軽 視)一 の3つ の 報 告
　 形 式 に な って い る」(大谷,2002,p.75)。
14)さらに 、 日本 経 済新 聞(2009年10月6日,朝 刊,p.14)は、 「包
　 括 利益 開 示 の利 点 」 と して、 「投 資判 断 に当 た っ て重 要 な検討 項 目
　 の 一 つ で あ る年 金 積 立 不 足 額 や 持 ち合 い株 の含 み損 益 な どを 、従
　 来 は決 算 短 信 や 有 価 証 券 報 告書 か ら一つ 一 つ拾 う必 要 が あ っ た」
　 が 、IFRSでは 「包 括 利益 の中 で 一括 表 示 され るた め確 認 や比 較 が
　 しやす くなる」 と述べ て いる 。
15)「1利益 剰 余 金1」 と は、 「利益 剰 余 金 の絶 対 値 」 と い う意 味 で
　 あ る。
16)「1その 他 包 括 利 益 累 積 額1」 とは 、 「そ の他 包 括 利 益 累 積 額 の
　 絶 対値 」 とい う意 味 で あ る。
17)Starwood　Hote1&Resorts　Worldwide,　Inc.は、 「One　of　the
　 world「s　largest　Hotel&Leisure　Company」(lu_界最 大 の ホテ
　 ル ・レ ジ ャー 企 業 の1つ)で あ り、"St.　Regis","The　Luxury
　 Collection","W°,"Westin","Le　Meridian","Sheraton",
　 "Four　Points","Aloft","Element"とい っ たブ ラ ン ドを もつ 。968
　 の 施 設 、292.000の客 室 を 有 す る。 「We　conduct　our　hotel
　 and　leisure　business　both　directly　and　through　our　sub-
　 sidiaries」(これ らホ テル ・レジ ャー事 業 につ い て、 直接 ま た は子
　 会 社 を通 して 経 営 して い る)。2008年の 売 上 高(Revenue)は、
　 5,907百万 ドル(US$)。(Starwood,2009)
18)Marriott　International,　I c.は、 「1927年、 マ リオ ッ ト夫 妻(J.
　 ウ ィラ ー ドとア リス)が ワ シ ン トンDCに 開 い た ドリ ン クス タ ン
　 ドか ら始 ま り」(同 社website　2009年10月5日)、 現 在 で は
　 "Marriott'∵BVLGARI","The　Ritz-Carlton"とい った ブ ラ ン ドの
　 ホ テ ル を持 つ 。 「more　than　3,10010dging　properties　in　66
countries　andterritories」(66の国 と地域 に3,100を超 え る宿 泊施
　 設)を 持 つ 一 大 ホ テ ル企 業 で あ る。2008年の売 上 高(Revenue)































　 なりうる。この点は今後の研究課題 とし、この算式(お よびこれ
　 に続く短期収益維持力比率の算式)の有用性を高めていきたい。
24)ただし、サンプルとして用いた企業が4社 のみであり、業種業
　態も限定されているため、どちらの指標値がより有意であると結
　論づけるのは難しい。
25)「ホスピタリティ産業」については、「サービス産業のIIIでも特
　にホスピタリティという補助的要素の強い産業群であ り、製品の
　販売一ヒにおいて、重要な機能として直接顧客 と接することを行う
　産業である」(小沢1999,p.186)との定義がある。また、「ホス
　 ピタリティ」について力石(2004,p.12)は、「思いや り、心遣
　い、親切心、誠実な心、心からのおもてなし、という意味があ り」、
　「物事を心、気持ちで受け止め、心、気持ちから行動に移すこと」
　 としている。この説明に基づくならば、ホスピタリティ産業とは、
　「思いや り、心遣い、親切心、誠実な心、心か らのおもてなしを要
　する産業、物事を心、気持ちで受け止め、心、気持ちから行動に
　移すことを求められる産業」ということができる。
26)今後、さらなる検討と検証を要すると考える。
61国際財務報告基準(IFRS)に対応した会計戦略論の新たな指標値とその有用性
